
１．補正予算の内容

（1）人件費に関するもの

２．補正予算額

（１）一般会計 （第8号）

補正前予算額（第7号補正後）

補正予算額 【歳入】

補正後予算額 【歳出】給与等　 △64,336

（物価高騰等対策）住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金事業　1,180,084
（２）特別会計 （物価高騰等対策）キャッシュレス決済ポイント還元事業業務委託料　306,473

①国民健康保険特別会計（第3号）

補正前予算額（第2号補正後）

補正予算額 【歳入】

補正後予算額 【歳出】給与等　1,999

②介護保険特別会計（第4号）

補正前予算額（第3号補正後）

補正予算額 【歳入】

補正後予算額 【歳出】

③後期高齢者医療特別会計（第3号）

補正前予算額（第2号補正後）

補正予算額 【歳入】

補正後予算額 【歳出】

（３）公営企業会計【下水道事業】（第2号）

補正前予算額（第1号補正後）

補正予算額

補正後予算額

１２月追加補正予算【第8号】の概要

※計数整理中　単位：千円

64,041,080 《内訳》

（2）国の補正予算に基づく経済対策に対応し、物価高騰対策として、早急に対応が必要なもの

国庫支出金　20,000　都支出金△5,841　繰入金△20,000

65,458,396

16,204,390 《内訳》

1,999 一般会計繰入金　1,999

1,417,316

16,206,389

13,242,680 《内訳》

13,613 国・都支出金　2,743、一般会計繰入金　9,776、基金繰入金　1,094

13,256,293 給与等　13,613

4,648,542 《内訳》

△ 2,410 一般会計繰入金　△2,410

4,646,132 給与等　△2,410

収益的支出 資本的支出  《内訳》

3,107,097 425,102 　【支出】給与等　△5,065

△ 7,398 2,333

3,099,699 427,435



３．歳入　
単位：千円

所属部署 補正額

16 国庫支出金 987,316

02 国庫補助金 財政課 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 988,316
健康推進課 新型コロナウイルスワクチン接種体制確保補助金（１０／１０） △ 1,000

20 繰入金 430,000
01 基金繰入金 財政課 430,000

歳入計 1,417,316

４．歳出（人件費以外の歳出内訳）
単位：千円

所属部署名 事業名　 補正額

03 民生費

01 社会福祉費

福祉総務課 住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金事業 11 郵便料 1,192
11 振込手数料 1,661
12 帳票印刷及びデータ入力等業務委託料

コールセンター業務委託料

給付支援業務委託料

18 多摩市エネルギー・食料品等物価高騰支援給付金 1,175,820

                                                                                                                 民生費計 1,180,084

07 商工費

01 商工費

経済観光課 物価高騰等経済対策事業 12 キャッシュレス決済ポイント還元事業業務委託料 306,473

                                                                                                                 商工費計 306,473

14 予備費

01 予備費

財政課 予備費 予備費 △ 4,905

                                                                                                                 予備費計 △ 4,905
歳出計 1,481,652

５．歳出（人件費分）

予算額

△ 64,336

※特別会計等への繰出金等を含む

1,411

内容

職員人件費等

款・項の番号と名称 科目名

財政調整基金取りくずし

款・項の番号と名称 節の番号と細々節名



令和5年度12月追加補正予算の概略説明

１．補正予算の内容

①人件費に関するもの

②住民税非課税世帯に対する臨時特別給付金

③キャッシュレス決済ポイント還元事業

計上の考え方
エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた低所得世帯を支援するため、住民税非課税世帯に対して、１世帯あたり７万

円の現金を給付する。

計上の考え方
物価高騰による生活者の家計負担軽減及び事業者支援を行うことを目的として、キャッシュレス決済ポイント還元事業を実施する。

計上の考え方

職員人件費関連経費の決算見込みに立った整理
令和５年度東京都人事委員会勧告に基づく、民間の支給状況を踏まえた例月給及び特別給の引上げ


